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要 約

ケインズ経済学はアメリカの経済学界では1980年代末までに復活した｡そしてクリントン政権が1992年

に誕生したときに政策への適用が考えられた｡しかしながらケインジアン･マクロ経済学はアメリカ経済

の中で理論と実際の運用で完全な勝利を意味するものではない｡リアル ･ビジネスサイクル理論を含めた

新古典派経済学派と新ケインズ学派の理論的な対立は､どちらも現実のアメリカ経済の世界で100パーセ

ント有効とは言えず､続いている｡また､アジア経済発展モデルの ｢雁行型発展モデル｣はモデル自体に

問題がある0-万､ポール ･クルーグマンのアジア経済発展パターンへの限界的な見解は､経済発展の指

標を土着の技術進歩だけに限定し､アジア諸国においてジョイント･ベンチャーや共同ビジネス機会を通

じ､アジア諸国の企業と外国企業との間で技術の移転及び拡散が進んでいるという事実を無視している｡

Abstract

Keynesianeconomicswasrevivedinmacroeconomicsbythelate19801sintheacademicarena.

ItsapplicationtotheAmericaneconomybythegovernmentwasconsideredwhenPresidentClinton

tookofficein1992.TherevivalofKeynesianmacroeconomicsintheAm ericaneconomyintheory

andinpractice,however,doesnotmeantotalvictoryfortheKeynesianeconomics.Theoreticalri-

valrybetweentheNewclassicalEconomicsandtheNewKeynesianEconomicsincludingtheReal

businesscycletheoryhaspersistedasneitherschoolhasproved100percentcorrectinpracticein

realworld,asinitsapplicationtotheU.S.economy.TheAsianeconomicdevelopmentmodel,so

calledtheWildgeeseflyingpattern,itselfisquestionableasamodelforeconomicdevelopmentin

Asia.Kmgmanlsexclusiveuseoftheendogenoustechnologicalinnovationasthecriterionofeco-

nomicdevelopmentneglectstherealityofdiffusionoftechnologytakingplaceintheregionbetween

hostAsiancountriesandtechnologicallyadvancednationsthroughvariousmeanssuchasjointven-

turesandbusinesscontracts.

Ⅰ.目的

現実の経済においてはいわゆる正統派と言われる経

済学者の経済理論が政策に反映されているとは限らな

いOしかしながら現実を離れた経済理論は影が薄く､

経済理論が政策のうえでどうかかわってきたのか知る

ため､世界をリードするアメリカ経済政策を分析した

り､学ぶ事もある｡アメリカの経済政策が､過去20年

の間､正統派経済学者ではないエコノミスト､ジャー

ナリスト､法律家など ｢政策プロモーター｣に支配さ

れてきたというアメリカの経済学者､ポール､クルー

グマンの主張は､正しいかどうかは別にしても意義が

ある｡特にケインズ理論とそれに対する新古典派経済

学の理論上の対立が､現実のアメリカ経済政策にどの

ようにかかわってきたかを検証することは大事であ

る｡この研究論文ではアメリカにおけるマクロ経済学

の一般的傾向をケインズ学派理論と3つの新古典派経

済学理論を通して検証し､アジア型経済発展モデルで
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ある ｢雁行型発展モデル｣の妥当性とポール .クルー

グマンのアジア経済発展モデルへの批判の検証と反論

を提示する｡

Ⅰ,アメリカにおけるマクロ経済学の一般的

傾向

1.マクロ経済学の3学派対新ケインズ理論

ケインズ経済学理論はアメリカだけでなく他の資本

主義国家で1930年代の大恐慌以来脚光を浴び､人気を

得てきた.ケインズ経済学理論は1960年代までに､金

融と財政政策を通しての有効需要促進策で､経済成長

の促進や経済不況からの回復のために政府の有益な政

策として考えられ､その地位を確立した｡たとえば米

国では､ケインズ経済理論の考えをもとにした経済政

策は1960年代の終わりまでに経済安定と成長のための

有効な手段として考えられ,経済政策に反映された｡

それゆえ1970年代の始めにリチャード･ニクソンを含

めて多くの政治家は ｢われわれはみなケインジアン

だ｡｣と言ったぐらいであるc l しかしながら1970年
代に入るとアメリカ経済が高失業率と高インフレが同

時に起こるというスタグフレーション不況に見舞わ

れ､ケインズ理論に対してマネタリスト､合理的期待

仮説に基づく合理的期待理論､及びリアル ･ビジネス

サイクル理論という3つの学派が現れた｡2 この3

つの経済学派の全てに共通するのは､市場が素早く効

率的に経済変動に反応するので､政府は経済活動に介

入すべきでないという立場をとっていることである｡

たとえばマネタリストは貨幣の供給はケインズ経済学

理論のように経済の好不況に応じて調節するのでな

く､一定率で押さえてあとは市場にまかせればよいと

主張する｡実際ミル トン･フリードマンを代表とする

マネタリスト学派は経済不況の時にケインズ理論の政

府の景気浮揚策はインフレを招くとして､政府による

経済政策は問題解決でなく､むしろ問題を作っている

と主張した｡これにより､アメリカ政府の連邦財務局

すなわち連銀は1979年から1982年にかけてインフレ克

服のため貨幣供給量を一定に保つマネタリズム政策を

実施した｡しかしアメリカ経済の不況の克服にいたら

ず､このマネタリズムの政策は二度と用いられなかっ

た｡

一方､ロバート･ルーカスに代表される合理的期待

理論学派はケインズ理論の金融と財政政策は短期も長

期も有効でないと主張した｡ 3

なぜルーカスに率いられた合理的期待理論が1970年

代のアメリカ経済学を10年近く支配し､ケインズ経済

学を追いやるほどの力を持ち得たのかについてクルー

グマンは3つの大きな理由をあげている｡ひとつは

ルーカスの合理的な家庭人や企業の行動の分析はミク

ロ経済学に属するが､これによりビジネスサイクルや

インフレ､それに失業問題というマクロ経済学の現象

を説明するのに成功したこと､第2に彼の数学や統計

を使用した分析は読者にとって難解であるが､その難

解さのため彼の弟子達は彼の理論の実質的内容につい

ての検討よりも難解な数学式テクニックを学ぶことに

知的刺激を受けたこと､第3はこの理論が経済領域に

政府が干渉すべきでないとする当時のアメリカの保守

政権の政治環境にうまくマッチしたことである｡4 し

かし合理的期待理論はケインズ経済学理論に対して強

い対抗馬のように見えたが､アメリカ経済の不況は

ルーカスや彼の支持者の説明以上に長引く形勢であっ

たので､合理的期待理論に基づくマクロ経済学は1980

年代までに経済学者達の支持を失っていた｡その仮説

自体アメリカ経済の現実の前にあえなく役立たなかっ

たことを証明したのである｡

1980年代にはロッチェスター大学のチャールズ ･プ

ロッサーやロバート･キング及びミネソタ大学のエド

ワード･プレスコットなどが提唱する第3の経済学理

論であるリアル ･ビジネスサイクル理論が現れた｡5

リアル ･ビジネスサイクル理論は1980年代に経済学

界において大きな影響を与えた｡しかしながらマネタ

リズムや合理的期待仮説理論がアメリカや他の政府に

より実際に適用されたのに対し､このリアル ･ビジネ

スサイクル理論はアメリカ経済政策にさえ適用された

ことはなかった｡新古典派経済学の経済活動に政府の

裁量権をなくし､完全に市場の合理的機能に任せると

いう考えは､しばしば不況からの経済の克服や経済の

活性化に対し有効でなかった｡1980年代のアメリカ保

守政権下での市場万能の自由放任主義的経済政策は､

インフレ､高失業や経済不況と言った経済問題にうま

く対処できなかった｡たとえばフリードマンのマネタ

リズムや新古典派のマクロ経済学の前提である自然失

業率仮説自体もあやしくなっていった｡6現実の世界

を見てみると､たとえば多くのヨーロッパ諸国ではイ

ンフレーションの上下にかかわらず1980年代からずっ

と10パーセントを越える失業が起こっていることがあ

る｡この点で新ケインズ学派の経済学者のオリバー ･

J･ブランチャーノとローレンス･H･サマ-ス

(1988年5月)が唱えるヒステリアス理論が､この経

済不況の長期化をよく説明している｡7

2,新ケインジアンの登場

1970年代及び1980年代もマネタリズム､合理的期待

理論､及びリアル ･ビジネスサイクル理論の反ケイン

ズ学派はケインズ経済理論を理論的に間違っていると

攻撃したが､1980年代後半までに多くの人々はケイン

ジアンたちが指摘したように市場経済の不完全さを認

識し始めたのである｡新ケインジアンは経済不況下で
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も必ずしも人々の賃金や商品の値段は下がらないこと

を説明する｡新ケインズ学派の人々は景気が悪くても

企業は製品の販売価格を下げることをためらうであろ

うことを指摘するOなぜなら新しい値段はメニュー･

コストと呼ばれている価格表を新たに作り替える余分

な費用がかかるので価格はもとのままにしておくかも

しれないからである｡ 8企業はまた製品に高い値段を

つけることによって不況による販売高の目減りを防ぐ

かもしれないのである｡それと企業は従業員の賃金を

市場経済の動向によって下げるより､従業員により働

いてもらう刺激策としたり､やる気のない従業員には

一時雇用の手段として高い賃金を支払い続けるかもし

れないのである｡不況下でありながら賃金や製品の価

格を下げないこれらの企業の活動はそれに伴う費用が

微々たるものである限りにおいて完全に不合理な行動

とは言えない｡新ケインジアンは不完全市場を前提と

し､この状況では個人レベルの行動が正しく都合のよ

いものであっても､これらの個人の行動を寄せ集めた

全体の行動すなわち国レベルの経済全体にとってはマ

イナスとして作用することがあることを認識する｡そ

れゆえマネタリストや合理的期待理論学者やリアル ･

ビジネスサイクル経済学者の完全合理性に基づく人々

の行動意志決定の過程と異なり､新ケインズ経済学者

は人々の選択の意思決定には時間的コストや情報量､

それにエネルギーといった制約があることを認識して

いることで近似合理性を主張する｡

3.新ケインジアンの近似合理性と限定合理性

新ケインジアン達は従来の経済学の完全合理的人々

の行動の概念にジョージ･アカロフの近似合理性や

ハーバード･サイモンの限定合理性の概念を採用す

る｡9アカロフやサイモンは人々の意思決定は時間､

費用､知識や情報の制約の中にあり､人々は完全な合

理的条件のなかで最善の選択をしていないことを認識

する｡たとえば賃金の値上げか公債の発行かという政

府の選択のなかで､アカロクはたとえ人々が政府が税

金をあげるであろうというニュースを聞いても完全な

合理性でなく限定された近似合理性にある人々の意思

決定はその税金の値上げに応じて家庭の支出を減らさ

ないであろうと主張する｡人々は理論的には政府支出

の増は将来の増税につながるであろうと理解するが､

実際に税金をあげるまでは反応しないとアカロクは言

う｡

4.新ケインジアンの近似合理性と限定合理性への

批判

新ケインジアンといわれる経済学者の立場への批判

はまず第-に､人々の意思決定が近似合理性に置かれ

ているという新ケインジアンの議論は人々が多くの選

択肢のなかから自分に合った選択をすることは難しい

ことを暗示していること､第二に多くの経済学者に

とって経済活動の説明に人々の価値判断を用いること

は受け入れがたいことである｡ 10それでもなおク

ルーグマンなどは､全体としてケインズ経済学は経済

不況の大きな一つの要因は不完全な市場にあるとする

経済現象を正しく説明していることを強調する｡この

ように新ケインズ理論は市場の不完全性のため人々の

行動が経済全体にとって影響を与えると気づいても将

来に備えて即反応するのでなく､また価格や賃金は下

方硬直性があり､景気の好､不況という経済状況に応

じてすばやく反応しないであろうという仮定に基づい

ている｡それゆえケインズ経済学理論は現実の不完全

競争下の経済のなかでマネタリストや合理的期待やリ

アル ･ビジネスサイクル理論の市場万能主義でなく､

政府の金融や財政政策の必要性を説く｡結果としてケ

インズ経済学の復活は経済市場に政府による金融や財

政面での積極的介入を意味した｡

ケインズ経済学はアメリカの経済学界では1980年末

までに復活した｡そしてクリントン政権が1992年に誕

生した時に政策への適用が考えられた｡しかしながら

ケインジアン･マクロ経済学はアメリカ経済のなかで

理論と実際の運用で完全な勝利を意味するものではな

かった｡リアル ･ビジネスサイクル理論を含めた新古

典派経済学派と新ケインズ学派の理論的な対立はどち

らも現実のアメリカ経済の世界で100パーセント有効

と言えず続いている｡

一方クルーグマンの言うケインズ経済学は正しいが

アメリカ政府の運用が間違っているとするケインズ経

済学も欠点がないわけではない｡例えば経済不況のと

きに財政支出を増やしたり､景気加熱の際に緊縮財政

支出をとるようなケインズ経済学の財政政策はアメリ

カのような民主議会制度のもとでは政府に景気の菩し

悪Lにかかわらず財政支出拡大策をとりがちであ

る｡11アメリカ議会の議員達の重要な関心事は自分

の再選の機会である｡それゆえ彼らは税金を上げたり

公共事業の支出を削ったりする政策は選挙民が支持し

ないことから経済状況にかかわらず再選のため財政支

出拡大の財政政策を好む｡結果は公共部門だけが拡大

されて財政の健全化は損なわれ､民間の自立精神を害

し経済の不能率に陥る｡ 12中谷巌氏が指摘の通り､

多くのアメリカ人は健全なアメリカ経済のために財政

赤字を減らすことが重要であると認識しているが､多

くの議員や選挙民は税金や支出の増減のための具体的

な政策になるとその政策に反対している｡

またケインズ経済学理論のすでに加熱している場合

に金融政策などで経済の引き締め政策はブレーキや安

全ネットとして有効であろうが､すでに経済不況下に

あり､景気の回復のためのケインズ経済学的金融政策
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は有効でないかもしれないのである｡なぜなら経済の

後退期には商業銀行による貸し出し準備高は､日本の

バブルがはじけた直後のように実際の貨幣の需要以上

となっており､景気刺激のために金融を援和しても貨

幣需要はすでに飽和の状態で､効果はうすく､逆に最

近の金融機関自体が多額の不良債権を抱えたなかでの

株価の低下は自己資産低下を意味し､貸し渋りとなっ

て表れたりして効果がない｡さらにケインジアン経済

学の政府の経済活動に対する裁量権の拡大は中谷巌氏

(1985)の指摘のように､しばしばインフレ､摩済バ

ブルや政府の巨大化をもたらした｡

5.サプライサイド経済学批判と新ケインズ経済学

派 :クルーグマンの見解について

ケインズ経済学は復活したが､実際のアメリカの経

済政策のなかでは十分に活かされてきたわけではな

かった｡かわりにレーガンやプッシュ政権下ではサプ

ライ･サイド経済学が実際の経済政策の運用で力をふ

るい新ケインズ学理論の適用を追いやった｡またク

ルーグマンが指摘したとおり､クリントン政権の登場

でも戦略的貿易論者が実際のアメリカの経済政策のな

かで力をつけてきている｡現在のアメリカ経済政策の

なかで戦略的貿易論者の勢いは1980年代の保守的な共

和党大統領政権下での経済政策の失敗､特にサプライ

･サイド経済学の失敗が大きな原因とクルーグマンは

見る｡

彼が指摘するようにサプライ･サイド経済学理論の

推進者はジャーナリストや議会のスタッフ､それにコ

ンサルタント企業で働く人々である｡サプライ･サイ

ド経済学の主な主唱者はウォール ･ス トリー ト･

ジャーナル新聞の論説委員のロバ-ト･バートレーと

パブリック.インタリスト紙の編集者のア-ビング･

クリストルの二人のジャーナリス トと､アーサー･

ラッファーとロバート･マンデルの二人の経済学者､

及びポール ･グレイグ ･ロバーツを含む何人かの議会

スタッフである｡サプライ･サイド経済学の支持者の

なかでも特に指導者的立場を演じたのが減税は生産性

と景気拡大を生むと唱えたアーサー･ラップアーであ

る.サプライ･サイド経済政策はポジティブな経済へ

の効果のかわりに財政赤字を招き､一方で高額所得者

優遇の減税政策で金持ちと貧乏人層との格差を生み出

した面がある｡経済成長率自体を見ても､12年に及ぶ

保守的共和党政権でのアメリカ経済の成長は期待した

ほどたいしたものでなかった｡1969年から1979年まで

の年間のアメリカの経済成長率が平均で2.8%であっ

たのに対し､1979年から1990年の年間の平均経済成長

率は2.3%にすぎなかった｡

クルーグマンは財政赤字の拡大というアメリカ経済

へのレーガン政権の通産はアメリカ経済を危機におと

しめるほど大きなものでないことを強調している｡ア

メリカ経済は規模が大きくそれらの赤字に十分対処で

きることと､財政赤字の赤字幅は第二次世界大戦の直

後に比べてまだ半分ほどのレベルにあることを彼は指

摘する｡それゆえ多くの人々がアメリカ経済における

財政赤字の大きさをアメリカ経済の危機ととらえてい

るが､危機と呼ぶのは間違いであるとクルーグマンは

主張する｡現在のクリントン政権下のアメリカ経済が

3%台の経済成長と戦後最低の失業率の4%台を誇る

好景気を維持しているのをみるにつけてクルーグマン

の主張は正しいといえるであろう｡

一方､戦略的貿易論者の考えは共和党政権下の1980

年代には影響を与えることはできなかったが､1990年

代に入り彼らの考えが勢いを得たのは確かである｡戦

略的貿易論者の推進者はハーバード･ビジネス･ス

クールのブルース･スコットとジョージ･ロッジであ

り､彼らはアメリカの基幹産業に対する政府の積極的

な介入と保護を唱えた｡同様にカリフォルニア大学の

シンクタンク･グループのバークレイ国際経済円卓会

議もアメリカの国際競争力のある､将来有望な産業､

たとえばハイテク産業を援助するためにこれらの産業

に対して政府の援助を強調している｡彼らの考えはリ

チャード･ゲッパートやゲリー･ハートなどのほか多

くの民主党政治家によって支持を受けた｡しかしなが

らそういった戦略的産業育成策や戦略的貿易論は1992

年までに実際のアメリカ経済政策には運用されなかっ

た｡戦略的貿易論者の多くはクリントン政権が誕生し

た1992年にクリントン政権の経済アドバイザーとして

ワシントンに赴任したOたとえばロバート･ライシュ

は労働省の長官となった｡クルーグマンによればクリ

ントン大統領は即席の戦略的貿易論の支持者でなく､

彼自身が長い間戦略的貿易論者であるという｡ 13

戦略的貿易論者はクリントン政権がリベラル左派グ

ループの考えを採用したことにより力をつけてきてい

るのである｡

6.戦略的貿易論者への批判

戦略的貿易論は民主党の多くの政治家によって支持

され興味を示されているが､多くの経済学者はその考

えを支持していないとクルーグマンは主張する｡なぜ

この理論が多くの経済学者に支持されないのかについ

て彼はいくつかの理由をあげている｡まず第一は､ア

メリカ経済は戦略的貿易論者が強調するほど国際貿易

に依存していないことである｡ 14クルーグマンによ

ればアメリカの国内総生産の少なくとも3分の2は国

際貿易とは関係なく､国内総生産の76パーセントが

サービス部門であり､これらは実質的に国際貿易には

関係ないとしている｡第二の理由は､経済学者にとっ

て国をあたかも一企業が国際舞台で他の外国企業と競

-14-



アメリカにおけるマクロ経済学の一般的傾向と

アジア経済発展モデル

争しているとして摂うことは受け入れがたいことであ

る｡ 15 そもそも企業は業績が悪いと解散したり倒産

したりできるが､国はそういったことはできないし､

企業間の競争は高利潤のところとそうでない所とか勝

敗がはっきり判明するが､国の場合は単に利潤だけで

なく､彼らが考えるほど優劣ははっきりしない｡ 16

企業の利益にしても国内だけでなく国際市場での多く

の企業の参入があれば一企業の利益幅は少なくなる可

能性がある｡第三にアメリカの生活水準がアメリカ製

品の国際競争力の低下によるとする議論も正しいとは

言えず,クルーグマンは一国の生産性は国際比較では

計れないと言う｡アメリカの国際競争力を強調するア

メリカ経済の悲観論者の意見に反して､彼は一国の経

済成長はあくまで国内の生産性であり対外要因ではな

いと主張する｡彼は､アメリカ国内の生産性は1979年

から1989年までの10年間で5.1%上昇し､アメリカ人

労働者の実質賃金も5.8%上がったことを指摘してい

る｡第四に戦略的貿易論者は付加価値の低い産業から

コンピューターや航空機産業といった付加価値の高い

産業への転換を強調するがクルーグマンは実際に付加

価値の高い産業はこれらのハイテク産業ではなくタバ

コや石油精製産業であることを指摘する｡ 17

mアジア型経済発展モデル ｢雁行型発展モ
デル｣の妥当性

アジアの姪済発展パターンは年代によってその程度

に差があるとはいえ､1970年代の韓国､香港､台湾及

びシンガポール､1980年代のタイ､マレーシア､イン

ドネシアのアセアン諸国の経済発展は､1950年代の日

本の経済発展パターンをモデルにした輸入代替の工業

化による輸出振興であり､これらの国々は､政治制度

としては ｢開発独裁型政治システム｣を取って発展し

ているとの見解がある｡ 18この輸出振興工業化と開

発独裁型政治システムによる経済発展は､アジア経済

発展の特徴として､｢雁行型発展パタ-ン｣と言われ

てきた｡これは国内弱小産業の保護育成と輸出主導型

発展をめざして､あたかも雁が群れをなして飛ぶ集団

のように､日本を先頭に､まず繊維製品から自動車､

そしてハイテク産業と輸出工業化を進め､アジア諸国

がその発展形態を継承することで発展していくことを

意味する0

-万で､1997年7月のタイの通貨バーツの急落に始

まる通貨危機はタイの金融不安を導き､タイ経済の経

済不安へと広がり､それがマレーシア､フィリピン､

インドネシアの アセアン諸国から韓国経済の金融危

機､経済不安をもたらしたQこれら一連の金融危機は､

その国の実物経済を不安におとしいれ､この雁行型発

展モデルは､独裁型政治システムの官と民との癒着構

造などその限界に逢してきていると言われている｡そ

れゆえ､アジアの経済発展構造を改革するため､輸出

振興型でなく国内需要優先と､開発独裁型から ｢民主

的なシステム｣への展開の立場を取るべきという意見

がある｡ 19

しかしながら問題なのは､このアジアの経済発展モ

デル ｢雁行型モデル｣そのものが妥当性があるのかと

いうことである｡1950年代の日本の経済発展が輸入代

替の輸出振興工業化であり､東南アジア諸国の1980年

代の経済発展パターンと似ている点もあるが､タイ､

マレーシア､そして中国などの諸国は技術力と資金力

を補うため､外貨の導入を積極的に図ってきた｡日本

の1950年代の輸出振興工業化は外貨の導入に対して消

極的であり､国内産業保護的色彩が強かったのと対照

をなしている｡その点で東南アジアの輸出振興工業化

は日本型の発展モデルのパターンではない｡｢アジア
の奇跡｣は ｢日本の経験｣から東南アジア諸国がそれ

を見習って導入したというより､自己の経験から ｢う

まみのある民間投資､そのほとんどが外国の有力な

パートナーとの合併で行われた｣のである0 20 ただ

し､これらの多くの国では日本の製造業とのタイアッ

プが多かったが､一連の金融不安､経済不安は､国内

の民間需要以上の設備投資や､日本やヨーロッパの景

気悪化による輸出品の輸出減などドル連動の通貨価値

の維持が難しくなり､実物経済とかけ離れた土地､建

物などへの投機的金融経済を形成していたことを物

語っている｡

一方､最近のアジア経済の混乱を早くから予見して

いたポール ･クルーグマンは ｢アジアの奇跡｣はまぼ

ろLにすぎないと主張していたCここで彼の論旨を検

証する｡

Ⅳ.クルーグマンのアジア経済発展モデルへ
の批判

クルーグマンによれば､日本を含めたアジア諸国の

急速な経済成長の奇跡は労働と資本人の導入にはかな

らないとする｡それゆえ彼はアジア経済成長のパター

ンはちょうど1950年代の旧ソ連の経済成長がそうで

あったように､労働と資本の導入にあり経済効率に基

づくものではないと主張する｡彼はアジア経済は基本

的にインプットすなわち労働力や資本の政府動員型の

経済であるため､その衰退は必ずやってくると見てい

た｡21彼はシンガポール､香港､台湾､及び韓国と

言ったいわゆる "4つの虎"を含めて東南アジア諸国

のこれまでの経済成長は生産性の効率にはよらなかっ

たと言う｡

日本の戦後の経済発展についてクルーグマンは､

1970年代までは西洋諸国を追い越すための技術の進歩
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や労働と資本､それに資源の動員のインプット面の両

面があったと強調する｡しかしながら日本経済の奇跡

は過去のものとなり､高い経済成長率はもはや達成で

きないとクルーグマンは主張する｡なぜなら彼による

と日本経済も技術労働者や資本といった資源の導入の

インプット型であり､日本は国内総生産の3パーセン

トを達成するのにアメリカに比べ2倍の投資が必要で

あるという点を指摘する｡この彼の主張の裏づけとし

て彼は最近の日本の経済は､1992年度で一人あたりの

所得がアメリカの83パーセントで総合の生産高がアメ

リカのレベルの42パーセントにすぎなかったことをあ

げる｡このように日本の経済成長モデルはインプット

型で､他のアジア諸国とたいしてかわらないとクルー

グマンは言う｡

結論としてクルーグマンは東アジア経済成長モデル

としてのアジアの急速な経済成長は少しの効率的生産

システムでインプット型であり､多くの人々が思うほ

どその将来はよくないとする｡それゆえこのアジアの

経済成長モデルは西側諸国や他の経済発展国にとって

の理想とはならないと彼は言う｡

V.クルーグマンの見解への反論

まずクルーグマンが ｢まぼろしのアジア経済成長モ

デル｣としてのアジアの成長モデルを批判しているも

ととなっているのは､彼は4つの虎を含む新興のアジ

ア工業国と欧米先進国の間には大きな技術上のギャッ

プがあると強調している点である｡しかしながら､東

アジア諸国は先進国とのジョイント･ベンチャー事業

やビジネス共同作業を通じ技術の移転や習得があり､

これらの国の経済発展は技術進歩のうえに成り立って

いるという事実を彼は見落としている｡アジアの多く

の企業は外国企業とジョイント･ベンチャーや共同ビ

ジネス作業を通し急速に外国の技術発明や経営手腕を

取り入れているのが現実だからだ｡例えば経済成長率

で最近まで8%台を維持して来ている中国は外国の技

術､経営手腕及び資本を特に指定した経済開発区へ外

国企業を直接投資として誘致して､中国経済成長のた

めに組み入れているのである｡

第二にクルーグマンのアジア経済成長モデル批判は

アジアの経済成長パターンを1950年代における旧ソ連

の労働と資本の重工業への動員のインプット型と同じ

として同一視しているが､アジア諸国の経済成長のパ

ターンは輪出加工型であり､旧ソ連の経済成長パター

ンは輸出加工型でないことがあげられるOまたアジア

諸国の資源の配分にしても旧ソ連のように重工業に集

中しているのではなく､軽工業やハイテク産業など産

業全般に広がっているのであるOクルーグマンのアジ

ア経済成長モデル批判はサムナ一･∫･L･クロイク

スやチヤング ･H･リーが指摘しているように､現実

にはアジア諸国の産業は織物産業と言った労働集約型

から自動車､機械､電子工業といった資本集約型の産

業へ構造変化をしているのであり､この点をクルーグ

マンは見落としているのである｡22これらの資本及

び知的集約産業はクルーグマンの言うインプットだけ

の産業､単に労働力と資本だけでは成り立たなく､国

際的な競争力を持ったそれなりの技術力が必要だから

だ｡

第三にクルーグマンは1990年代は直接投資と言った

資本移動は東アジアでなく他の開発途上国､特にラテ

ン･アメリカ諸国圏へ集中するであろうと主張してい

る｡しかし最近のデータが示すとおり､現実はアジア

諸国へより資本移入が集中している｡1994年度をみて

みると全部で800億 ドルの外国直接投資資金のうち486

億 ドルが東アジア向けの資金で､実に外国企業直接投

資資金の半分以上が東アジアに集中している｡23

なかでも中国は1993年及び1994年と2年連続してア

メリカに次いで世界で2番目の外国直接投資受益国と

なっている｡24

第四にクルーグマンは最近の日本経済の減速をアジ

ア経済成長モデルの衰退化のパターンの前触れと強調

しているが､昨今の日本経済不況はいわゆるバブル経

済の破綻からきているものである｡このバブル経済は

大方､政府の金融市場の資金取り扱い横閑の規制緩和

による大量の余剰資金が現実の市場価格を反映しない

土地などの固定資産への投機にまわり作り出された景

気であった｡投機筋のマネーゲームがバブル経済を作

り出したものであり､最近の日本経済の不況から来る

衰退はクル-グマンの言う労働力と資本の集中による

インプット型経済の結果ではなかった｡

クルーグマンの経済成長の見解は､革新的な技術に

基づく効率的な生産性に基づくものであり､彼はアジ

アの諸国はこれが不足していると言う｡しかしながら

技術革新による経済効率だけを握済成長の尺度として

あまり強調することは誤解を招くであろう｡なぜなら

日本やアメリカを含めて先進国は経済全体のなかで

サービス業が重要な位置を占めてきているが､サ-ど

ス業は技術革新が製造業と違い難しい分野であるから

であり､技術革新だけではその国の経済成長を計れな

いからだ｡25 さらに彼の経済成長の指標を土着の技

術進歩だけに限定していることは､アジア諸国におい

てジョイント･ベンチャーや共同ビジネス機会を通

し､アジア諸国企業と外国企業との間で技術の移転及

び拡散が進んでいるという史実を無視している｡現実

にアジア地域は過去10年の間､世界で最も外国資本が

投資してきている場所なのである｡
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